
令和６年度
居宅介護支援事業所集団指導

令和６年８月30日

守山市介護保険課
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資料１



次第

１ 令和５年度運営指導の結果

２ 令和６年度報酬改定に係る留意事項【再周知】

３ その他留意事項（介護保険の特例給付の手引き等）

４ 包括支援センターからのお知らせ（インセンティブ交付金）

2



実
施
通
知

の
送
付

改
善
報
告
書

の
提
出

指
導
結
果

の
通
知

事
前
書
類

の
提
出

運
営
指
導

当
日

約１カ月前 10日前までに 約１カ月後
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書
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願
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し
ま
す
。
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営
指
導
改
善
等
指

示
書
を
送
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し
ま
す
。

必
要
に
応
じ
て
改
善

状
況
に
つ
い
て
報
告

し
て
く
だ
さ
い
。

検査のスケジュール 定期検査：各事業所とも原則３年に１度実地検査を行う
こととします。

随時検査：定期検査にかかわらず、本市が必要と認める
場合は検査を実施することがあります。
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令
和
５
年
度

実施時期 ：令和５年４月から令和６年３月まで
内 容 ：運営基準全般について
指導回数 ：９事業所

文書指導 → １事業所
口頭指導 → ８事業所

実 施 の 概 要 に つ い て運 営 指 導 結 果
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主 な 指 摘 内 容

１

指定居宅介護支援の提供の開始に際して利用者またはその家族に対して文書により同意を得てい
ない事例
前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに

訪問介護,通所介護,福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下、「訪問介護等」という。）が
それぞれ位置付けられた居宅介護サービス計画の数が占める割合及び前６月間に当該指定居宅介
護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のう
ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたもの
が占める割合等について、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、利用者またはその家族に対し
て理解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行うとともに、それを理
解したことについて必ず利用者から署名を得なければならないが、文書を交付しておらず、利用
者からの署名が得られていない事例が複数確認された。

〇守山市指定居宅介護支援等の事業の人員および運営に関する基準等を定める条例（平成30年３月23日条例第８号）第３条
〇指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準(平成11年厚生省令第38号)第４条第２項

文 書 指 導 事 例

文書指摘２件
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主 な 指 摘 内 容

２

モニタリングの結果の記録が確認できない事例
利用者の居宅を訪問した記録およびモニタリングの結果の記録が支援経過等により確認できな

い事例が散見された。
介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握を行うに

あたり、利用者およびその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととなっ
ている。少なくとも１月に１回は利用者の居宅で面接を行い、モニタリングの結果を支援経過等
に記録を残すこと。

〇守山市指定居宅介護支援等の事業の人員および運営に関する基準等を定める条例（平成30年３月23日条例第８号）第３条
〇指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準(平成11年厚生省令第38号)第13条第14項

文 書 指 導 事 例

文書指摘２件
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運
営
規
程

１
遵守規定を「守山市指定居宅介護支援等の事業の人員および運営等に関する基準
等を定める条例」に改めること。

２
サービス担当者会議は、利用者の居宅等で開催される事も想定されるため、事業
所の相談室「等」とするなど、記載を改めること

３
営業日および通常の事業の実施地域の記載について、重要事項説明書と整合を図
ること。なお、運営規程を変更した場合は、変更後10日以内に届出を行うこと。

４

「虐待防止のための措置」「業務継続計画の作成」「感染症の予防及びまん延防
止のための対策」について、令和６年度より義務化されるため、速やかに準備を
行い、確実に実施すること。なお、「虐待防止のための措置」の実施にあたって
は、運営規程に位置付けること。

重

要

事

項

説

明

書

１
利用料金について、加算の説明は、事業所において算定する可能性のある加算の
みを記載し、利用者にとってわかりやすい記載となるよう改めること。

２

前６月間において作成された居宅サービス計画の総数のうち訪問介護、通所介護、
福祉用具貸与および地域密着型通所介護が位置づけられた割合およびサービス種
別ごとの事業者割合について、法人名ではなく事業所名で記載すること。また、
重要事項説明書別紙により説明する旨を本文中に記載すること。

口
頭
に
よ
る
主
な
指
摘
事
項
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利
用
契
約
書

１
各書類における代理人の同意欄について、本人との続柄を記載する欄を設けるこ
と。

２ 文書保管期間を「２年間」から「５年間」に改めること。

口
頭
に
よ
る
主
な
指
摘
事
項
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重

要

事

項

説

明

書

３
「代理人」の署名欄に続柄を追記すること。なお、契約書および個人情報使用同
意書の署名欄についても同様の取扱いとすること。

４
別紙料金表について、地域単価(10.42円)を記載するとともに、居宅介護支援費お
よび各加算の単位数を追記すること。

５

重要事項説明書は、利用者の選択に資する書類であり、直接契約に結び付くもの
ではないため、「契約締結に際して」などの契約を前提とした文面とも捉えられ
る記載は削除すること。



居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画

１
居宅サービス計画の原案の内容について利用者の同意を得られていない事例が確
認された。原案の内容については、サービス担当者会議等において利用者又はそ
の家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得ること。

２

要介護状態区分の変更申請を行い、暫定プランを作成し、要介護認定の結果が出
た後、本案を作成しているが、本案に同意が得られていないことが確認された。
サービス担当者会議開催後、本案についても適切に同意を得ること。

３

福祉用具の追加を行い、担当者への照会等を行い、居宅サービス計画も作成して
いたが、支援経過に記録がなく、居宅サービス計画およびサービス担当者会議の
要点などの書類がファイルに綴じられておらず、当日の確認ができない事例が確
認された。個人情報に係る書類であるため、保管および管理を適切に行うこと。

４

要介護状態区分の変更申請を行い、暫定プランを作成していたが、要介護認定の
結果が出た後、本案を作成していない事例が確認された。要介護認定の結果が出
た後、速やかに本案を作成すること。

口
頭
に
よ
る
主
な
指
摘
事
項
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居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画

５

サービス担当者会議において、一部の担当者のみを招集し、居宅サービス計画
の原案に位置付けたその他の指定居宅サービス等の担当者を招集できていな
かった事例が複数確認された。サービス担当者会議の開催にあたっては、居宅
サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者を招集すること。

６
サービス担当者会議を開催した記録が確認できない事例、また要介護状態区分
の変更申請にあたってサービス担当者会議を開催していない事例が確認された。

7

福祉用具貸与の変更等、指定居宅サービスの内容に変更があったにも関わらず、居
宅サービス計画が作成されていない事例が確認された。居宅サービス計画に位置付
けたサービス提供内容に変更がある場合は、居宅サ－ビス計画の変更が必要であり、
変更にあたっては、居宅サービス計画の内容について利用者またはその家族に対し
て説明し、文書により利用者の同意を得るなど、居宅サービス計画の作成にあたって
必要な一連の業務を行うこと。

口
頭
に
よ
る
主
な
指
摘
事
項
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そ
の
他

１
個人情報を含む文書を事業所外に持ち出している状況が確認されたため、個人
情報の保管体制を改めること。

２

ケアプラン等の個人情報を含む書類が、鍵のかからない棚に保管されていた。
個人情報は、「個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号)」に則り慎
重に取り扱わなければならない。そのため、個人情報を含む書類は、鍵付きの
棚に保管し、営業時間外は施錠するなど、書類の管理体制を改めること。

３
個人情報利用同意書について、個人情報の使用目的や期間、条件等を明記する
こと。

口
頭
に
よ
る
主
な
指
摘
事
項

11

人
員
基
準

１ 出勤簿について、実際の出退勤時間を記録するよう改めること。

２ 雇用形態が確認できる文書を事業所に備え付けておくこと。



各加算に対する確認様式が作成されており、複数人でチェックを行う体制が整っている。

ヒヤリハットや事故の報告について、細かく記録に残しており、法人内で情報共有を積極的に行っている。

２ヵ月に１度、各介護支援専門員同士でケアプランチェックを行い、必要な業務が実施できているか確認
している。

研修の年間計画を立て、数多くの研修の機会を設けている。また、研修受講報告を法人内で共有する体制
が整っている。

ケアプランにインフォーマルサービスを積極的に位置付けており、利用者目線の計画が作成されている。

モニタリングシートを独自で作成されており、直近半年間のモニタリング時の様子等を１枚のシートでまと
めて確認できる様式となっていた。
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13

指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準等の改正
令和６年度介護報酬改定に係る留意事項について

（文書により）

原
則
は
、
利
用
者
の
居
宅
を
訪
問
し
て
実
施

・原則、訪問によるモニタリング１月１回は変わらない
・オンラインモニタリングは利用者とのやりとりが必要（家族のみ×）
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令和６年度介護報酬改定に係る留意事項について

居宅介護支援事業所が介護予防支援
の指定を受けて介護予防支援を提供

することが可能に。

指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準等の改正

介護予防支援の指定を受けた場合

地域包括支援センターから受託する場合



介護予防支援の指定を受けるにあたっての注意点
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(1)管理者は主任ケアマネの資格を有する必要があります。

（※居宅介護支援事業所のR9.3.31までの経過措置は介護予防支援指定には適用されません。）

(2)履歴事項全部証明書の目的欄に介護予防支援事業の記載が必要です。

例）「介護保険法に基づく介護予防支援事業」等

(3)これまで包括支援センターからの委託だった方を居宅介護支援事業所が直営で契約する場合には、

『介護予防サービス計画作成依頼（変更）届出書』を介護保険課に提出する必要があります。

（※利用サービスが総合事業のみの方は介護保険課に提出は不要です。）

(4)居宅介護支援事業所が直営で契約をしている要支援の方の開示請求先は介護保険課となります。

（※請求に１件あたり10円が発生します。）

(5)居宅介護支援事業と同様に、介護予防支援事業においても運営指導を実施します。

介護予防支援事業の運営指導には介護保険課職員に加え地域包括支援センター職員も同行します。

令和６年度介護報酬改定に係る留意事項について
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介護保険の特例給付の手引き

その他の留意事項について

〇基準は変更しておりませんが、

取扱いについて更なる周知を図るため下記の介護サービス

利用に係る取扱いの手引きを定めました。

①要介護等の認定期間の半数を超える

短期入所サービス利用等の取り扱いについて

②同居家族がいる場合の生活援助利用

③小規模多機能型居宅介護における宿泊サービス長期利用
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〇重要事項説明書の取扱いについて

令和６年度報酬改定により各利用料金・加算の単価が変更となっているため、重要事
項説明書の変更箇所について、利用者全員への説明が必要です。
（今回の改定時期：令和６年４月）
利用者負担額改定表を書面で配付する等を行った上で、利用者又はその家族へ説明し、
理解を得ること。その場合、利用者負担額の改定に同意した旨の署名・捺印は必ずし
も要しないが、各介護事業所は以上の説明を行った日時・方法・対象者を明確に記録
し、保管しておくこと。

重要事項説明書の取扱いについて

その他の留意事項について



地域包括支援センターからの
お知らせ
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①介護予防の推進にかかる交付金（３ヵ月毎の支払い）
令和6年度 令和7年度

R6.4 R6.7 R6.10 R7.1 R7.4 R7.7

第２期 実績 支払い

第３期 実績 支払い

第４期 実績 支払い

第１期 実績 支払い

要介護者要支援相当

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

要支援相当

（現在）

要支援相当

（令和６年度以降）

要介護1・2 要介護3以上

認定の状態に応じた加算

担当実績に応じた補助金

居宅介護支援費および介護予防支援費の単位数

介護予防支援事業インセンティブ交付金について

交付のスケジュール感

事業内容 介護予防支援に積極的に取り組む事業所に対し、インセンティブ補助金を実績に応じて交付する。

課題 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務において要支援の対象者数が増加する一方で、報酬単価が低いことや、
委託業務による事務手間が多いこと等、事業所への負担が大きい。

法改正について ・要支援者に行う介護予防支援について、居宅介護支援事業所も市町村からの指定を受けて実施可能となる。
・要介護者の数に要支援者の数に1/3を乗じた数を加えた数が上限44人まで担当可。
（データ連携システムの活用かつ、事務職員を配置している場合は上限49人）

令和５年度までの実情 地域包括支援センターが、居宅介護支援事業所に介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務を委託していた。

インセンティブ補助金のイメージ

介護予防の推進
にかかる
交付金

（単位）

状態改善にかかる交付金

委託 指定

最
大
値

②状態改善にかかる交付金（毎月の支払い）
令和６年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

実績 支払い

実績 支払い

実績 支払い

実績 支払い

令和６年８月30日時点
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4～6月分

7～9月分

10～12月分

1～3月分



交付条件

交付条件 ①守山市から指定介護予防支援事業者の指定を受けること。
②守山市と介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務の委託契約を締結すること。
※介護予防ケアマネジメントは引き続き委託契約で行うこととする。

①介護予防の推進にかかる交付金

区分 基準ア 基準イ 交付額単価

A ４割以上 15人以上 4,500円/件

B ３割以上 12人以上 3,000円/件

C ２割以上 9人以上 2,000円/件

D １割以上 6人以上 1,000円/件

E １割未満 6人未満 500円/件

例
全担当
利用者数

市内の要支援相当の
担当利用者数

事業所の
ケアマネ人数

基準ア 基準イ 上位の区分 区分

A事業所 54人 19人 1人 35.2% B 19.0人 A 基準② A

B事業所 99人 29人 2人 29.3% C 14.5人 B 基準② B

C事業所 488人 103人 11人 21.1% C 9.4人 C 基準①②が同列 C

認定更新時に利用者の状態が改善もしくは維持した場合は、１件につき1,000円加算する。

状態改善にかかる交付金

次の基準アと基準イのいずれかが、右記の区分別交付額単価表のいずれか上位の区分の交付額単価に介護予防支援および介護予防ケアマネジメント
に係る計画数を乗した金額を交付する。

介護予防計画数（守山市被保険者・住所地特例）

居宅介護支援事業所の全計画数

介護予防計画数（守山市被保険者・住所地特例）

居宅介護支援事業所の介護支援専門員数

▼区分別交付額単価表

介護予防支援事業インセンティブ交付金について

基準ア
事業所の居宅介護支援、介護予防支援および介護予防ケアマネジメントの
合計計画数のうち、守山市介護予防計画数の占める割合

基準イ 事業所に所属する介護支援専門員１人あたりの守山市介護予防計画数
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令和６年８月30日時点



ご清聴ありがとうございました。
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本日の講演会に関するアンケートのお願い

〇本日の講演会について、アンケートの回答をお願いいたします。

下記QRコードを読み込んで回答下さい。（所要時間３～５分程度）


